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序     文 
 

セネガル共和国は、経済・社会政策文書において初等教育の質の向上を教育分野における重点

課題とし、その戦略の1つとして現職教員研修の重要性を掲げています。また、「教育訓練10カ年

計画」“Programme Décennal de l’Éducation et de la Formation：PDEF”フェーズ3は、児童の就学率及

び学力向上を目標としており、他ドナーとの援助協調の下で着実に進捗がみられており、初等教

育に関して、総就学率は 9 割以上と飛躍的に上昇しています。しかしながら、修了資格試験合格

率は6割程度にとどまっており、教育の質が課題となっています。セネガル共和国政府は児童数急

増への対応として、初等教育教員の養成期間を短縮して教員を増加しました。しかし、現職教員

研修の質が低いことに起因して、教員の研修参加率も低い状況となっており、結果的に教員の能

力不足が質の低下の主因となっていると考えられます。 

このような背景のもと、セネガル共和国政府は国際協力機構（JICA）の協力を得て、2007年12

月から、現職教員研修の質の改善を通じた小学校教員の理数科教授能力向上を目的とした「理数

科教育改善プロジェクトフェーズ1」を、パイロット3州で実施しています。プロジェクト活動を

通じて、研修教材の開発、研修トレーナーの養成、教員の研修参加率上昇などの成果が得られま

した。その結果、セネガル初中等教育・国語省は、同プロジェクトで開発された現職教員研修の

仕組みを高く評価し、同研修の改善と全国展開に係る技術協力支援をわが国に対して要請しまし

た。 

この要請を受け、JICAは、2011年5月に詳細計画策定調査を実施し、セネガル教育省等関係機関

と協力計画に関する協議を行い、2011年7月、討議議事録（R/D）に署名しました。 

本報告書は、「セネガル理数科教育改善プロジェクトフェーズ2」の要請背景、案件形成の経緯、

及び協議結果を取りまとめたものです。 

最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願い申し上げます。 

 

平成23年11月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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第１章 要請の背景 
 

セネガル共和国（以下、「セネガル」と記す）の初等教育に関して、総就学率は 61％（1999 年）

から 92.5％（2009 年）まで上昇したが、初等教育修了資格試験（Certificat de Fin d’Etudes 

Elémentaires：CFEE）合格率は 60.8％（2009 年）にとどまり、教育の質に課題が残る。セネガル

政府は、教育の質の向上の一環として、教員分科会（以下、クラスター）での研修1を実施してお

り、今後も同研修を通じて教員の資質向上を図る方針である。しかし、研修内容が教員のニーズ

と合っていないため、教員の参加率が低下しており、同研修に対する技術的支援が求められてい

る。 

このような背景のもと、セネガル政府はJICAの協力を得て、2007 年 12 月に「理数科教育改善プ

ロジェクトフェーズ 1」（以下、フェーズ 1）を開始した。フェーズ 1 は、初等教育教員の理数科

教授能力を向上することを目的とし、3 州の計 10,500 名の教員を対象に、理数科に関する現職教

員研修の教材（モジュール）の開発と県トレーナー（クラスター代表）の養成を通じてクラスタ

ー研修を活性化した。その結果、計 18 の研修教材（教員・校長用）の開発、340 名の県トレーナ

ーの養成、教員のクラスター研修参加率 79％、プロジェクトの研修で習得した知識・技能の授業

実践等が確認された。これらの成果を受けて、初中等教育・国語省（以下、教育省）は、フェー

ズ 1 で開発された現職教員理数科研修の更なる改善と全国展開を 2011 年後半より段階的に進める

方針であり、それらの実施運営における技術支援が日本政府に要請された。 
 

                                                        
1 学区内の5～10の学校を1グループとして年8回程度の研修を行う枠組み。 
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第２章 調査・協議の経緯 
 

２－１ プロジェクト形成の経緯 

セネガル政府からの要請を受け、その要請背景、協力内容を確認し、セネガル政府関係機関と

の協議を通じて、協力計画を策定することを目的として、2011 年 5 月 14 日～5 月 28 日にかけて

詳細計画策定調査団を派遣した。 

 

（1）現地調査期間：2011 年 5 月 14 日～5 月 28 日 

 日 時 
団長 協力企画 

西方 憲広 柳田 幸紀 

1 5 月 14 日 土 日本発 

2 5 月 15 日 日 Dakar着 

3 5 月 16 日 月 

9：30 JICAセネガル事務所訪問 

10：00 プロジェクト専門家との打合せ 

15：00 セネガル教育省事務次官への表敬訪問 

16：00 セネガル教育省初等教育局長への表敬訪問 

16：30 セネガル経済財政省経済財政協力局長への表敬訪問 

4 5 月 17 日 火 
9：00 プロジェクト専門家との打合せ 

15：00 現プロジェクトマネジャーとの協議 

5 5 月 18 日 水 
9：00 プロジェクト専門家との打合せ 

15：00 現プロジェクトマネジャーとの協議 

6 5 月 19 日 木 
10：00 セネガル教育省主要関係局関係者との協議 

午後  M/M作成 

7 5 月 20 日 金 

午前  M/M第 1 ドラフト作成 

13：00 現プロジェクトマネジャーとの協議 

17：00 在セネガル日本大使館への訪問 
午後 M/M第 1 ドラフト提出 

8 5 月 21 日 土 報告書作成 

9 5 月 22 日 日 報告書作成 

10 5 月 23 日 月 

午前  M/M修正 

9：00 PAESプロジェクト専門家との打合せ 

午後  M/M第 2 ドラフト提出 

11 5 月 24 日 火 
10：00 セネガル教育省事務次官、現プロジェクトマネジャー等との協議 

午後  M/M第 3 ドラフト提出 

12 5 月 25 日 水 
9：00 セネガル教育省、経済財政省との協議 

午後  M/M最終ドラフト提出 

13 5 月 26 日 木 

12：00 セネガル教育省初等教育局長によるM/M署名 

14：30 JICAセネガル事務所への調査結果報告 

22：35 Dakar発（AF719） 

14 5 月 27 日 金  

15 5 月 28 日 土 日本着 
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（2）団員構成 

担当分野 氏 名 所  属 

団長/総括 西方 憲広 JICA 国際協力専門員 

協力企画 柳田 幸紀 JICA 人間開発部基礎教育第二課 ジュニア専門員

 

（3）派遣の目的 

1）教育省関係者との協議を通じ、現職教員研修を通じた理数科教育改善へのニーズとプロ

ジェクト実施の妥当性を確認する。 

2）教育省及び財務省との協議を通じ、プロジェクトの内容（目標、アウトプット、活動、

実施体制、予算負担、対象地域等）につき合意し、合意内容に基づきプロジェクト・デザ

イン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案の作成を行う。 

3）セネガル・日本国側双方で合意した事項に係る協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）

の署名交換を行う。 

 

（4）調査結果 

調査団は、調査対処方針に沿ってセネガル側関係機関との協議、現場視察等を行い、プロ

ジェクトの妥当性、計画内容、実施体制等を確認した。協議結果をM/Mに取りまとめ、2011

年 5 月 26 日にセネガル教育省、経済財政省との間で署名交換を行った（付属資料 1 参照）。 

 

２－２ 討議議事録（R/D）の署名 

詳細計画策定調査の結果を踏まえ、プロジェクトの詳細について先方と更に協議を重ね、プロ

ジェクト実施について合意に至った。合意内容は討議議事録（Record of Discussions：R/D、付属資

料 2 参照）にまとめられ、2011 年 7 月にJICAセネガル事務所及びセネガル教育省、経済財政省と

の間で署名が行われた。 
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第３章 プロジェクトの概要 
 

３－１ 概要 

（1）案件名称： 

和名：理数科教育改善プロジェクト フェーズ 2 

英名：Strengthening Mathematics, Science, and Technology Education Project（PREMST）Phase 2 

仏名：Projet de Renforcement de l’Enseignement des Mathématiques, des Sciences et de la 

Technologie（PREMST）Phase 2 

 

（2）上位目標：初等教育における児童の理数科に関する学力が向上する。 

 

（3） プロジェクト目標：理数科に関して児童の学習を支援するための教員の指導力が向上する。 

 

（4）成果：1）理数科の継続研修モデルが既存の現職教員研修制度に組み込まれる。 

2）トレーナーの研修実施運営能力が強化される。 

3）理数科に関する教員の教科内容及び教授法に係る知識が向上する。 

4）理数科の授業研究が、クラスター研修及び校内研修で定期的に実施される。 

 

３－２ 対象 

（1）対象地域：全 14 州 

（2）対象学年：初等学校全学年（1～6 学年） 

（3）対象科目：算数・理科（技術含む） 

（4）裨 益 者：全初等学校教員（約 5 万 5,000 人）、校長（約 6,000 人）、児童（約 170 万人） 

 

３－３ 実施体制 

（1）実施機関：初中等教育・国語省（教育省） 

・ プロジェクトディレクター ：教育大臣 

・ プロジェクトコーディネーター：教育省初等教育局長 

・ プロジェクトマネジャー ：教育省初等教育局職員（専属） 

 

（2）実施体制：教育省内に設立された以下の組織が中心となって活動を実施する。 

・ 中央技術チーム（National Technical Team） 

中央トレーナー（11 名）：州・県視学官、教員養成校教官、現職教員研修セン

ター教官等 

・ 州技術チーム（Regional Technical Team） 

州トレーナー（全 1,850 名）：州・県視学官、教員養成校教官等 

 

３－４ プロジェクトのアプローチ 

（1）導入：フェーズ 1 の経験を最大限活用した短期間での全国普及（付属資料 1 参照） 

全 14 州を 3 つのグループに分け、以下のような活動を実施する。 
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1）先行 3 州では、フェーズ 1 で一定の効果が検証された、カスケード型研修（州研修・県研

修）とクラスター研修を組み合わせて、教員のニーズに沿った研修内容を提供していくとい

う研修の仕組みを活用し、多くの学校で実施されている授業研究（Préstation）の質を高める

ことを目的とした活動を実施する（授業研究ベース研修）。 

① 次回のクラスター研修のテーマ（単元・教授法）に関する自習用教材を事前に教員に

配布し、校長のサポート（支援・指導・助言等）を受けながら教員が自習する。 

② カスケード型研修において、授業研究マニュアル（プロジェクトがめざす授業研究の

やり方を記載した研修教材）に基づき、トレーナーを対象とした授業研究を実施する

（ただし、州研修はワークショップ形式）。 

③ クラスター研修において、クラスター代表校の教員が自ら作成した授業案に基づいて

研究授業（児童のいる授業）を実施し、その後にその授業に関するディスカッション

を通じて授業案を改善する。 

④ 各学校において、教員が改善された授業案に基づいて研究授業を実施し、他の教員が

授業観察を行う。 

約 2 年でその研修の仕組みについて効果を検証し、改善を加え、プロジェクト終了後を想

定した現職教員研修の仕組みを完成させたうえで、その仕組みを全国に普及する。また、後

半の 2 年間では、州及び県の視学官事務所が主体となって研修活動を実践し、プロジェクト

や中央教育省は必要に応じて支援する。 

 

2）他 5 州ではフェーズ 1 に類似した研修の仕組みを定着させる（モジュールベース研修）。 

① 次回のクラスター研修のテーマに関する自習用教材を事前に教員に配布し、校長のサ

ポートを受けながら教員が自習する。 

② 自習用教材の内容や研修のファシリテーションに関するトレーナーの知識や能力を高

める目的で、カスケード型研修を実施する（ただし、州研修はワークショップ形式）。 

③ クラスター研修において、ディスカッション等を通じて自習用教材の内容を実践的に

活用するための技術に関する理解を深める講義を実施する。 

2 年間で、更にこの研修の仕組みについて効果を検証し、改善を加え、その仕組みを残り

の 6 州へ展開する。また、後半の 2 年間では、先行 3 州の経験によって完成した現職教員研

修の仕組みを実践する。 

 

3）残りの 6 州では、プロジェクト開始 2 年後から、他 5 州の経験によって改善された現職教

員研修の仕組み（モジュールベース研修）を 2 年間で定着させていく。 

① フェーズ 1 の中央トレーナーが引き続き同じ立場で活動し、州研修におけるディスカッ

ションを通じて他州のトレーナーに経験共有することで、研修の実施運営に係る知見を

普及する。 

② 校長研修を通じて、授業観察、教材管理、人的資源管理、授業研究に係る教員へのサポ

ートに関する校長の能力を高め、教員への直接支援、教員間の授業改善への試行錯誤の

場の提供、校内における研修内容の実践といった研修の仕組みの一部を、学校の通常活

動として浸透させていく。 

③ フェーズ 1 で開発した研修教材を自習用に改善し、研修前に配布することでクラスター
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研修への参加意識を高め、研修を通じて授業実践につながる知識や技術を得ることを通

して、教員の「学び続ける教員」という意識を向上させていく。 

 

（2）実施・モニタリング：各州における継続的な技術支援・授業改善 

1）各州のトレーナーのなかから、州内における現職教員研修の担当者である州コーディネー

ター（Regional Coordinator：RC）とアシスタントコーディネーター（Assistant RC：ARC）が

1 名ずつ選出される。RCとARCは中央レベルで実施されるレビュー（Bilan）や研修教材の承

認プロセスに参加することで、中央トレーナーに州レベルからのフィードバックを与えると

ともに、中央トレーナーより継続的なサポートを受けることができる。 

 

2）中央・州レベルの年次レビュー（Bilan）において、研修の知見が中央及び各州の技術チー

ムに集約され、次の研修実施の改善に活用される。この仕組みを永続的なものとしていくこ

とにより、クラスター及び校内研修における授業研究を通じた継続的な授業改善を促進する。 

 

３－５ 投入 

（1）セネガル側 

・ カウンターパート（プロジェクトマネジャー、中央トレーナー11 名、州トレーナー270

名等） 

・ プロジェクト事務所（教育省内） 

・ 研修及びモニタリング・評価実施にかかる経費 

 

（2）日本側 

・ 長期専門家 2 名（チーフアドバイザー、授業研究/理数科教育） 

・ 供与機材（州・県研修の実施に必要な教材作成機材、車両等 

・ 在外事業強化費（研修教材印刷費、モニタリング経費、第三国専門家等） 

 

３－６ プロジェクト期間 

2011 年 9 月～2015 年 8 月（4 年間） 
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第４章 5 項目評価 
 

詳細計画策定調査団は、5 項目の観点から評価した結果、本プロジェクトを実施する意義が高い

と判断した。 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトは以下の観点から、実施する妥当性は高いと判断される。 

（1）政策との整合性 

「第 3 次貧困削減戦略文書」（DSRP 3、策定中）は、初等教育の質の向上を教育分野におけ

る重点課題とし、「第 3 次教育訓練 10 カ年計画」（PDEF 3）で初等教育教員に対する能力強化

を優先度の高い戦略として位置づけている。また、PDEFは 2011 年をもって終了となるが、後

継の計画も同様に教員の能力強化を通じた教育の質の向上を重点に置く予定である。 

本プロジェクトは、カスケード型研修の実施を通じてクラスター研修と校内研修の質を向

上させる研修の構成（継続研修モデル）を通じて、教員の教科知識・教授技術の向上、及び

継続的な教員の自己研鑽の仕組みの導入を図り、政策目標である生徒の学力向上に貢献する

ことをめざすものであり、政策との整合性が高い。 

 

（2）セネガル側のニーズとの整合性 

セネガルにおいて、クラスター研修及び校内研修の規程はあるものの、研修で実施する具

体的活動の内容が規定されていないため、その実施状況及びその質は各クラスター・学校で

ばらつきがある。フェーズ 1 ではベースライン調査から導き出された教員のニーズに基づい

て研修内容を提供した結果、教員のクラスター研修参加率が上昇し、更に内部調査によると、

インタビューした教員の 7 割が教員研修で得られた知識や技術を授業で実践していた。 

本プロジェクトは、上記の研修の仕組みを活用し、再度ベースライン調査を行い、教育現

場の課題を解決するのに必要な、質の高い研修内容を提供する予定であり、教員のニーズに

合致している。 

 

（3）日本の援助政策・協力計画との整合性 

わが国は、対セネガル事業展開計画での援助重点分野として「地方村落における貧困層の

生活改善」を掲げ、その開発課題「基礎社会サービスの向上」うちの「基礎教育の向上プロ

グラム」で、本プロジェクトと全国対象の「教育環境改善プロジェクトフェーズ 2」（PAES 2, 

2010-2014）、青年海外協力隊員の派遣による教育の質の向上と、無償資金協力を通じた学校・

教室建設による教育の量の拡大に取り組んでいる。 

本プロジェクトは、同プログラムの中心プロジェクトとして位置づけられているほか、第 4

回アフリカ開発会議（TICAD Ⅳ）「横浜行動計画」が掲げる「10 万人の理数科教員に対する

研修の実施」に貢献することから、日本の援助政策や協力計画と合致している。 

 

（4）日本の比較優位性 

セネガルが教育訓練 10 カ年計画（Programme Décennal de l’Education et de la Formation：

PDEF）の戦略目標である教員の能力強化の実現に向けて構築を計画している現職教員研修シ
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ステムは、フェーズ 1 の経験を踏まえて開発する研修の仕組みを基にする予定であり、本プ

ロジェクトが引き続きセネガル側と協議を重ねて研修の計画策定、構築などの活動を継続す

ることは意義深い。また、本プロジェクトで導入を計画している授業研究は、日本の公立学

校を中心に広く実施されている特徴的な活動であり、本プロジェクトはこうした日本の教育

界の経験を活用することが可能である。さらに、JICAはアフリカ 13 カ国で理数科教員研修分

野のプロジェクトを実施するとともに、理数科教育振興をめざす国同士との理数科教育強化

－西部・東部・中部・南部アフリカ（域内ネットワーク）（SMASE-WECSA）を有しており、

セネガルを含む関係国間の相互訪問など、経験共有の機会を提供することができる点で、JICA

の比較優位がある。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトは、次の理由から実施の有効性が高いと予測される。 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

本プロジェクトは、開発された研修の仕組みを全国に展開することを通じて「理数科に関

して児童の学習を支援するための教員の指導力が向上する」ことを目標とし、児童の学習活

動の変化を中心に据えた評価ツールでその達成度を測定する。アウトプット 1 で研修にかか

る人材・予算の確保及びPDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルの確立を図ると同時に、ア

ウトプット 2 で研修人材の能力強化を図り、アウトプット 3、4 における教員の知識向上と校

長による教員への研修内容の実践促進を通じて、プロジェクト目標である教員の指導力向上

を達成するという流れから、本プロジェクトのアプローチの妥当性は高い。教員が指導力を

向上させるには、自身のニーズに合った知識・技術を得る。得た知識・技術を現場で活用す

る。必要に応じて指導・助言や支援を得る。という機会が必要であり、本プロジェクトでは、

その機会を継続的に創出することがアウトプットとなっている。さらに、教員教育が本来業

務で豊富な小学校教員経験をもつ視学官を州・県トレーナーとし、評価ツールや教材を調査

結果やフェーズ 1 の知見に基づいて改善することで、各機会における質の低下を防いだこと

から、プロジェクト目標達成の見込みは高い。 

 

（2）プロジェクト目標達成のための前提条件 

プロジェクト外の活動として、クラスター研修と校内研修における授業研究の実施と、校

長の教員サポートが想定されている。フェーズ 1 の結果として、プロジェクトの研修内容が

多くのクラスター研修で複数回扱われており、両研修で授業研究が実施される可能性は高い。

さらに、プロジェクトの校長研修を通じて、授業研究の方法に関する情報共有と、教員への

指導・助言に関する能力強化を図り、校長のイニシアティブを強化することで授業研究と教

員サポートの実施を促進する。また、フェーズ 1 に比べて州研修・県研修の日数が短縮され

るが、クラスター研修前の自己学習教材の配布や、校長研修を通じた自己学習支援の強化及

び校内研修の推進によって、それを補うこととした。フェーズ 1 の教訓として挙げられた各

クラスターの代表者（県トレーナー）の担当教員数の多さについて、調査団は各クラスター

に 2 名ずつ県トレーナーを配置することを提案し、セネガル側の予算の課題を考慮し、担当

教員数の多いクラスターを中心として 2 名に増加することで対応した。以上から、プロジェ

クト目標の前提条件が満たされる可能性が高く、教員の指導力が継続的に向上することが見
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込まれる。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトは、次の理由により効率性が高いと予測される。 

（1）アウトプットの達成見込み 

本プロジェクトでは、既存のクラスター研修や校内研修を活用し、かつセネガル教育省が

クラスターで行うプロジェクト外の研修（カリキュラム研修、資格取得研修等）の実施につ

いて、プロジェクトの研修内容を精選することでクラスター研修における理数科の授業研究

の機会を確保したことにより、教員に追加的な負担を強いることなく活動を実施できる。さ

らに、プロジェクトによる追加的な活動である州研修・県研修を州レベルで実施でき、トレ

ーナー等の参加に対する障害が少ない。また、活動を段階的に全国展開するため、フェーズ 1

及び本プロジェクトで検証された成果や得られた知見を適時活用でき、加えて中央トレーナ

ーの経験が徐々に高まることで、経年的に質の高い活動実施が可能であり、アウトプットの

達成可能性は高い。各アウトプットの指標は、既存の伝達システムを主に活用するため、セ

ネガル側のコストがあまり増加せずに入手でき、プロジェクト終了後もセネガル側自身のモ

ニタリングとして使用可能である。 

 

（2）経済性 

本プロジェクトは、既存の教員養成校や現職教員研修センターを州研修・県研修の研修場

所として活用するため、研修・宿泊施設の改修費用が不要であり、4 年間の教員 1 人当たりの

JICA負担分ユニットコストは約 3,200 円となる。また、本プロジェクトにおける現職教員研修

のリカレントコスト（講師と参加者に対する宿泊費・食費・交通費）は年間約 2,000 万円、教

員 1 人にかかる年間費用は約 350 円となっており、セネガル側にとって負担可能な額である

ことからも、経済性は高い。将来的には、トレーナーの能力強化と、州中心の現職教員研修

の構築による活動効率の向上によって、研修費を大幅に削減できる可能性が高い。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトは、次の理由から正のインパクトが見込まれる。 

（1）上位目標の達成見込み 

上位目標である児童の学力向上には、多数の条件が満たされる必要があるが、現職教員研

修の内容の質の低さや教員養成の期間短縮に基づく教員の能力不足がその主因となっている

と考えられ、質の高い授業研究の継続的な実施を通じた教員の指導力向上及び意識・態度の

変化によって、児童の学習態度の変化や学力向上といった成果を得ることが期待される。ま

た、研修内容は理数科のみであるが、初等学校教員の教授法に関する知識・技術を強化する

ことで、理数科以外の教科への応用が期待でき、他教科の授業の質も向上することから、上

位目標の達成が見込まれる。なお、CFEEでは算数の結果を公表しており、その変化をプロジ

ェクトの成果として参考にすることも可能である。 

 

（2）学校外へのインパクト 

小学校教員適正証書（Certificat Elementaire Aptitude Pédagogique：CEAP）の試験では数学が
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必修、理科が選択であるが、フェーズ 1 ではプロジェクト開始後から理科を選択する教員が

増え、その結果CEAP合格率が上昇したことから、フェーズ 2 でも同様に低資格教員のCEAP

合格率が上昇すると見込まれる。また、研修トレーナーとして活動する州視学官・県視学官・

教員養成校教官が、プロジェクトが提唱する生徒中心の教育（授業法改善の理念：ASEI/PDSI）

の理念及びその内容を理解することで、学校訪問時の授業観察の改善や教員養成校における

ASEI/PDSIの実践といった変化が起こり、結果として教員の授業改善が促進されると見込まれ

る。 

 

（3）セネガルの開発政策目標への貢献 

セネガル政府は、フェーズ 1 で開発された研修の構成を高く評価し、それに改善を加えた

ものを全国展開することを計画しており、本プロジェクトが開発する継続研修モデルが、PDEF

の目標の 1 つである教員の能力強化に直接寄与することになる。加えて、2011 年 5 月、セネ

ガル政府は、初等教育教員養成校と地方教員研修センターを統合して、新たに州研修センタ

ーを設置し、同センターを中心に教員教育全体を運営することを決定しており、プロジェク

トの研修を通じてASEI/PDSIの理念を理解した州研修センターの視学官や教員養成校教官が、

教員養成と現職教員研修のカリキュラムに一貫性を与え、PDEFに示された教員の能力強化を

より効果的に図り、最終的に政策目標である生徒の学力向上に貢献することが可能と見込ま

れる。 

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトは、次の理由から持続性が一定程度確保されていると見込まれる。 

（1）政策・制度面 

貧困削減戦略文書（Document de Stratégie de Réduction de la Pauvreté：DSRP）やPDEFにおい

て教育の質の向上が重視されており、今後も教育政策における戦略として現職教員研修の重

要性が継続する可能性が高い。また、プロジェクトが開発する現職教員研修の構成（継続研

修モデル）について、セネガル側とその方向性が一致しており、プロジェクト期間中にセネ

ガルにおいて承認される予定であるため、政策・制度面における持続性は高い。 

 

（2）組織面 

プロジェクト終了後は、州中心の現職教員研修が展開される予定となっており、中央・州

トレーナーの多くが州・県視学官として引き続き活動することから、プロジェクトで得られ

た知見を活用して現職教員研修に従事し続けることが可能であり、組織面での持続性は高い。

ただし、教員数に対する視学官の数は依然少数であるため、視学官の人数増加を教育省に対

して申し入れ続けていく。 

 

（3）財政面 

本プロジェクトでは、プロジェクト終了後もセネガルが現職教員研修にかかる経費を継続

して負担できるようデザインされている。セネガル側はすべてのリカレントコストを負担す

ることに合意しており、プロジェクト実施経費の 42％をセネガル側が負担していることから、

財政面の持続性は高い。なお、プロジェクト終了後の研修予算については、州や県の経常予
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算に移行するよう教育省が努力すると述べた。しかし、同予算はセネガル政府の経常予算

（Budget Fonctionnement：BF）ではなく、政府投資予算（Budget Consolidé d’Investissement：

BCI）に計上されており、プロジェクト終了後の安定確保に向けて、今後もセネガル側に働き

かけることで対応する。 

 

（4）技術面 

本プロジェクトの研修に関する実施運営方法、技術レベルはセネガルの現状に適しており、

プロジェクトの開発する研修の仕組みがプロジェクト終了後も継続していく可能性が高い。

また、本プロジェクトが投入する資機材は、主に州・県視学官事務所において適切に維持管

理される予定であり、プロジェクト終了後も継続使用が見込まれることから、技術面での持

続性は高い。 
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第５章 実施上の留意点 
 

（1）フェーズ 1 の経験と詳細計画策定調査結果を受けて策定される、継続研修モデルの承認手続

きに向けたフォロー 

フェーズ 1 の経験をもとに構築されたモジュールベース研修と、2011 年からフェーズ 1 対象

3 州で実施予定の授業研究ベース研修の開発に関する、継続研修モデルのプロポーザルが 2011

年 6 月に教育省によって承認され、同年 9 月から実施される予定である。今後プロジェクトの

中央トレーナーが詳細計画策定調査結果を取り込む形で同プロポーザルを完成させる。 

今後、教育省の承認プロセスも含め、プロジェクト経験と詳細計画策定調査結果が十分踏ま

えられた継続研修モデルが承認されるように事務所並びにプロジェクトは十分フォローする

必要があろう。 

 

（2）プロジェクト終了後に持続可能な現職教員継続研修システム構築 

セネガルでは、地方分権化政策の一環として将来的に州を単位とした現職教員継続研修シス

テム構築をめざしている。本プロジェクトは、基本的にプロジェクト終了後も継続予定である

現職教員研修の運営費はセネガル側が予算化し、JICA側はその持続性を確保するための人材強

化、教材等のプロジェクトによる時限的な活動の予算を負担することで合意した。しかし、セ

ネガル側はプロジェクト終了後の研修経費の経常予算化に関してはコミットを避けたため、予

算の面からはプロジェクトの持続性に関し疑問を残す形となった。プロジェクト実施期間を通

して、先方政府（教育省、経済財政省）に対して経常予算化を継続的に働きかける必要がある。

このように持続性に関してはプロジェクト終了後、同研修が州の経常予算に組み込まれ継続し

ていくかどうかを確認する必要はあるものの、セネガル側で自立的に運営可能な現職教員継続

研修システムのビジョンをプロジェクト開始前に有していることは評価される。地方分散化・

分権化が図られた地方教育行政における、同システムへの協力のあり方を示す 1 つの事例とな

り得るだろう。 

 

（3）プロジェクト経験の新教育セクタープログラムへの反映 

セネガル教育省は、PDEF策定後 10 年が経過したことから、今後同計画の見直しを行う方針

である。今次詳細計画策定調査では、教育省次官から、理数科教育を重要視しており、見直し

後の計画においても、理数科教育が優先課題である旨の発言があった。2015 年のプロジェクト

終了後、各州を主体として現職教員研修が州の経常予算で実施されることが期待されるが、今

後見直しが行われるPDEFに、本プロジェクトの取り組みが反映されることが望ましい。プロジ

ェクト専門家及びセネガル事務所は、その動向を把握しつつ教育省と適宜議論を重ねながら、

プロジェクト経験が十分同プログラムに反映されるようにフォローする必要がある。 

 

（4）初等教育教員養成校と現職教員研修センターの統合とプロジェクト経験 

今次詳細計画策定調査期間中に初等教育教員養成校と現職教員研修センターの統合を図る

法令が発布された旨、教育省次官から口頭で報告を受けた。初等教育教員養成校と現職教員研

修センターは、それぞれ州視学官事務所のもとで運営されており、各州で教員養成及び現職教

員研修の中核と位置づけられる。法令の詳細はいまだに明らかではなく、発布から実施まで時
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間を要することが考えられるものの、統合により新たに設置されるセンターの動向を十分把握

しておくことが必要である。加えて、プロジェクト活動と関係する場合は連携・統合の可能性

を教育省と十分協議し、プロジェクト終了後の持続性を確保することが肝要となろう。 

 

（5）授業研究型研修アプローチの現地化 

セネガルは、新規教員養成課程期間を従来の 4 年間から 6 カ月に短縮する措置を講じたため、

教科内容理解が十分ではない教員が学校現場で教えるようになった。本プロジェクトは、その

現状に鑑みカスケード型研修で主に教員の教科内容理解促進を、クラスター・学校レベルで授

業実践力の向上をねらった研修デザインとなっている。 

フェーズ 2 の前半は、フェーズ 1 対象 3 州でクラスター・学校レベルで授業実践力の向上を

ねらい授業研究型アプローチを試行し現地化することとなる。その際、日本の授業研究経験を

生かしながらいかにセネガル側の実態に即したアプローチを構築していくかが、プロジェクト

終了後の持続性の是非に大きくかかわることとなる。セネガル人教師がどのような問題意識を

もっているのか、プロジェクト終了後の研修システムを支えていく人材が授業改善をどのよう

にとらえ、どのような方向に改善しようと考えているのか、また新カリキュラムがどのように

子どもの学力をとらえているのかなど、さまざまな視点から考察を加えながら丁寧に授業研究

アプローチの現地化を図っていきたい。 

また、アフリカ地域では同様のアプローチを採用した技術協力プロジェクトがザンビア国で

実施予定である。今後、両国が経験を共有することで相互に大きな学びをもたらすことができ

ると考えられる。また両国のアプローチは、JICAにとっても今後の類似案件策定の際、有用な

知見となることが期待される。 

 

（6）関連案件との連携とプログラム型支援の可能性 

本プロジェクトのほか、セネガル教育セクター内の日本の協力では、無償資金協力による学

校インフラ建設と「教育環境改善プロジェクトフェーズ 2」“Projet d’Appui à l’Amélioration de 

l’Environnement Scolaire：PAES 2”という学校運営改善のための技術協力プロジェクトがある。

また、最近カナダの支援により新カリキュラムが完成し、新しい学力観による教材等が配布さ

れており、セネガル教育省は最終アウトカムである児童の学力向上のための主要な要因に対し

て着実に手を打っているという印象を受ける。 

各種プロジェクトの具体的な連携案として、PAES 2 と本プロジェクトの連携により児童の学

力向上に裨益するようなプログラム型支援案も検討されてよいだろう。保護者を含むコミュニ

ティに対して本プロジェクト成果の情報を提供しつつ、保護者が自分の子どもの学力向上また

は修了試験合格に対する関心を涵養しながら、本プロジェクトのロジックとPAES 2 のロジック

をうまく連携させることができれば、お互いの外部要因に対する有効な介入となって、共通の

裨益者である児童の学力向上及び修了率の向上に結びついていく可能性が高い。その連携の 1

つの仕掛けとしてフェーズ 1 で実施されていたような「理数科オリンピック2」のような啓発活

動を組織することも有効となるだろう。 

                                                        
2 フェーズ 1 では JICA 側負担で実施した活動。教育省側は調査団に対し、フェーズ 2 ではセネガル側の資金負担（他ドナー資金、民

間資金等）で継続していきたい旨説明があった。本プロジェクトと PAES 2 連携のきっかけとなる可能性もあるため、資金確保・適

切なデザインの下で継続できることが望ましい。 
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このように主要なプロジェクトをいかに有機的に連携させて最大の効果を上げることがで

きるのか、がセネガル教育省にとって今後重要な命題となる。本来であればセネガル教育省が

イニシアティブをもち、本プロジェクトを含んだ他プロジェクトとの連携にあたることが求め

られる。しかし、2012 年の大統領選挙と省内人材の継続性の問題（事務次官・プロジェクトマ

ネジャーの数年後の退職）もあり、実際にはそれほど簡単ではないだろう。このような状況に

鑑み、セネガル教育政策のなかで日本が既存プロジェクトの連携協力を中心とした技術支援を

することも考えられてよい。セネガル教育政策のなかでうまく連携がとれれば、アフリカ地域

の教育分野プログラム型支援の好事例となる可能性もあろう。 
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第６章 事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

作成日：平成 23（2011）年 7 月 20 日 

担当部・課：人間開発部基礎教育第二課 

１．案件名 

国名：セネガル共和国 

案件名：（和名）理数科教育改善プロジェクトフェーズ 2 

（英名）Strengthening Mathematics, Science, and Technology Education Project（PREMST） 

Phase 2 

（仏名）Projet de Renforcement de l’Enseignement des Mathématiques, des Sciences et de la 

Technologie（PREMST）Phase 2 

 

２．事業の背景と必要性 

（1）当該国における教育セクターの現状と課題 

セネガル共和国（以下、「セネガル」と記す）の初等教育は、総就学率が 92.5％（2009 年）

まで達したが、初等教育修了資格試験（CFEE）合格率は 60.8％（2009 年）にとどまっており、

ミレニアム開発目標（MDGs）に示された「全児童が初等教育の全課程を修了する」という目

標の達成は極めて難しい。CFEE合格率の低さは、教育の質、特に教員の質の低さが主な要因と

なっている。児童数急増に伴う教員不足解消のため、セネガル政府は 1995 年からボランティ

ア教員制度3を導入するとともに、教員養成校4期間を 4 年間から約 6 カ月に短縮したため、教

員の知識や技能が著しく低下した。少なくとも 2015 年までは毎年約 6 万人ずつ児童が増加す

る見込みであり、セネガル政府は、今後も教員の短期間での養成を継続するとともに、現職教

員研修を通じて、教員の資質向上を図る方針である。 

現職教員研修制度には、クラスター研修と校内研修があり、教員の参加が義務づけられてい

る。しかし、政府による技術的支援がないために、クラスター研修は質が低下し、教員にとっ

て参加する意義が薄れ、教員の参加率も 4～5 割へと低下している。校内研修は約 7 割の教員

が年 3回以上参加しているものの、学校によって研修の質が大きく異なる。これに対しJICAは、

クラスター研修の質向上を目的として、2007 年 12 月から 2011 年 8 月まで、3 州を対象に「理

数科教育改善プロジェクト」（以下、フェーズ 1）を実施している。その成果としては、教員の

クラスター研修参加率の上昇（79％）、教授法の改善、修了資格試験合格率の向上5等が確認さ

れている。 

今後の課題は、他 11 州における本プロジェクトフェーズ 1 で導入した州研修と県研修の実

施を通じた県トレーナー（クラスター代表）の育成、及び全 14 州における校内研修の質の向

上を通じた授業の質改善である。 

 

                                                        
3 養成校を修了した者は、ボランティア教員として学校に勤務できる。その後2年の教員経験を経て契約教員となり、更に2年の

教員経験を経て昇格試験受験資格を取得、合格し採用されることで正規または準正規教員となる。 
4 教育制度は初等6年、前期中等4年、後期中等3年であり、教員養成校の学生はすべて中等学校修了者である。 
5 合格率について、フェーズ1実施前の2005～2008年までの結果の平均と、2010年の結果を比較すると、非対象11州の平均が2.1％

（62.8％→64.9％）増加したのに対し、対象3州の平均は14.1％（57.6％→71.7％）増加した。 
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（2）当該国における教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

経済・社会政策文書（DPES, 2011～2015）は、初等教育の質の向上を教育分野における重点

課題とし、戦略として現職教員研修の重要性を挙げている。「教育訓練 10 カ年計画フェーズ 3」

（PDEF 3, 2008～2011）も初等教育の質を重点分野とし、目標として児童の就学率及び学力向

上を掲げて、初等教育教員の能力強化を優先度の高い戦略として位置づけている。PDEFは今後

改定されるが、改定後も引き続き、教員の能力強化を通じた教育の質の向上に重点を置く見通

しである。セネガル初中等教育・国語省（以下、教育省）は、PDEF 3 における教員の能力強

化に関する施策として、本プロジェクトフェーズ 1 の成果と経験を踏まえ、州研修と県研修の

実施を通じてクラスター研修と校内研修の質を向上させる研修の構成（継続研修モデル）を全

国に展開する計画を策定した。本プロジェクトは、この計画に係る研修の実施運営体制の構

築・強化や、理数科や教授法といった研修内容の質改善に関する技術支援を行うものであり、

研修経費等の事業予算の大部分を教育省が負担する。 

 

（3）教育セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

【援助方針】 

わが国は、対セネガル事業展開計画における援助重点分野として「地方村落における貧困

層の生活改善」を掲げている。本プロジェクトは、その開発課題「基礎社会サービスの向上」

内の「基礎教育の向上プログラム」において、教育の質改善に係る中心プロジェクトとして

位置づけられている。また、本プロジェクトは、TICAD Ⅳ「横浜行動計画」が掲げる「10

万人の理数科教員に対する研修の実施」に貢献する。 

【支援実績】 

技術協力プロジェクトとしては、本プロジェクトフェーズ 1 に加え、「教育環境改善プロジ

ェクト」（PAES, 2007～2010）が実施されており、現在は「教育環境改善プロジェクトフェー

ズ 2」（PAES 2, 2010-2014）が全国を対象に実施されている。また、無償資金協力により 5 州

で約 1,800 教室が建設された。また、青年海外協力隊員も派遣されている（2011 年 5 月現在、

教育分野・累計 51 名）。 

 

（4）他の援助機関の対応 

セネガル教育セクターにおける他の援助機関の財政・技術協力においては、リードドナーは

カナダ国際援助庁（CIDA、1 億 400 万米ドル）であり、2011 年 11 月からは米国国際開発庁

（USAID）となる。EFA-FTI触媒基金（8,100 万米ドル）やフランス開発庁（450 万米ドル）は、

主に学校建設及び学校インフラ整備に対して財政支援を行い、USAIDは中等教育のカリキュラ

ム改訂支援（2,000 万米ドル）を行っている。 

 

３．事業概要 

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本プロジェクトは、セネガル全 14 州において、州研修と県研修を通じた県トレーナーの育

成と、クラスター研修及び校内研修への授業研究6の定着を通じて、教員の教科知識の向上及び

                                                        
6 複数の観察者（教員、校長、視学官等）がいるなかで、教員が授業案に基づいて実際に授業を行い、その授業の後、教員と観

察者がより良い授業に向けた議論や検討を行う。 
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教授法の質改善を図り、もって児童の理数科分野の学力の向上に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト 

セネガル全 14 州（2013 年までは 8 州が対象） 

 

（3）本事業の受益者 

初等学校全教員（約 5 万 5,000 人）、全校長（約 6,000 人） 

 

（4）協力期間 

2011 年 9 月～2015 年 8 月を予定（計 48 カ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

2.7 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

初中等教育・国語省（教育省）初等教育局 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

・長期専門家：2 名（チーフアドバイザー、授業研究/理数科教育）（計 96 人/月） 

・短期専門家：（教授法改善、計 1 人/月） 

・供与機材費：約 3,700 万円（州・県研修の実施に必要な教材作成機材、車両等） 

・在外事業強化費：約 1.2 億円（研修教材印刷費、専門家出張経費、年次レビュー会合開

催費、技術交換費等） 

2）セネガル側 

・カウンターパート（プロジェクトマネジャー、中央トレーナー12 名、州トレーナー270

名等） 

・プロジェクト事務所（教育省内） 

・研修及びモニタリング・評価実施にかかる経費：約 1.3 億円 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）上、環境への望

ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

研修教材において、女子に対する理数科教育の重要性を強調することが想定されている。

また、すべてのレベルのトレーナーに女性が含まれるように配慮することとしている。 
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（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 

教育の質改善のための取り組みとして、本プロジェクトの他、「教育環境改善プロジェク

トフェーズ 2」（PAES 2）及び、無償資金協力による学校建設を実施している。本プロジェク

トによる教員の指導力向上に加えて、PAES 2 による学校運営の改善を行うことにより、児童

の学習環境改善を総合的に改善することをめざしている。 

2）他ドナー等の援助活動 

初等教育現職教員研修に関して、CIDAが新カリキュラムの導入研修に対する支援を、ユニ

セフがChild Friendly Schoolの運営に係る教員研修を、世界銀行、アフリカ開発銀行、フラン

ス開発庁が校長及び教員対象の研修に対する財政支援を、それぞれ実施している。また、セ

ネガル政府が負担する本プロジェクトの活動経費は、他ドナー等からの財政支援を含む教育

省の投資予算から支出されることになっている。 

 

４．協力の枠組み 

（1）協力概要 

1）上位目標 

初等教育における児童の理数科に関する学力が向上する。 

指標・各州における初等教育修了資格試験の結果が向上する。 

・プロジェクトが開発する理数科学力テストの結果が向上する。 

 

2）プロジェクト目標 

理数科に関して児童の学習を支援するための教員の指導力が向上する。 

指標・授業観察の結果が改善する。（目標値については後述） 

 

3）成果及び活動（成果 2～4 の指標の基準値及び目標値については後述） 

活動 0：ベースライン・エンドライン調査を実施する。 

成果 1：理数科の継続研修モデルが、既存の現職教員研修制度に組み込まれる。 

指標・教育省が理数科の継続研修モデルを承認する。 

・州視学官事務所（または州研修センター）が作成する年間研修計画内に、県研修、

クラスター研修、校内研修が組み込まれる。 

活動・研修教材、モニタリング・評価ツール等の開発 

・各研修の実施時及び実施前後におけるモニタリング・評価の実施 

・継続研修モデルの理解促進のための県年次レビュー会合や広報活動の実施 

 

成果 2：トレーナーの研修実施運営能力が強化される。 

指標・中央トレーナーによる相互評価の結果が改善する。 

・中央トレーナーによる州トレーナーに対する評価結果が改善する。 

・州トレーナーによる県トレーナーに対する評価結果が改善する。 

活動・中央トレーナーによる州トレーナー対象の研修（州研修）の実施 

・州トレーナーによる県トレーナー対象の研修（県研修）の実施 
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成果 3：理数科に関する教員の教科内容及び教授法に係る知識が向上する。 

指標・教員の理解度テストの平均正答率が学年度の初め（研修前）と学年度の終わり（研

修後）で 15％向上する。 

・理数科の授業への教員の意識・意欲・態度の評価結果が改善する。 

活動・教員の理数科の教科内容及び教授法にかかる自己学習7と、クラスター研修の内容の

授業実践を促進するための校長研修の実施、及び校長による支援の実践 

・教科内容及び教授法に係る知識向上のためのクラスター研修の実施 

 

成果 4：理数科の授業研究が、クラスター研修及び校内研修で定期的に実施される。 

指標・90％のクラスターが、年 3 回（1・2 年目は 2 回）以上、理数科の授業研究を実施す

る。 

・50％の学校が校内研修において理数科の授業研究を実施する。 

活動・教員の授業案作成とその授業案の実践を促進するための校長研修の実施、及び校長

による支援の実践 

・クラスター研修及び校内研修における、理数科の授業研究の実施 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

【州研修センターの設置】 

セネガル政府は、州視学官事務所が管轄する初等教育教員養成校と地方教員研修センター

を統合して、新たに州研修センターを設置し、同センターを中心に教員教育全体を運営する

ことを決定した。本プロジェクトが州研修センターに積極的に働きかけ、同センターと協働

していくことが、継続研修モデルの持続性を維持するために肝要である。 

【研修の構成】 

本プロジェクトでは、下記の 3 つの研修を実施する。 

A. 教員の教科内容及び教授法に係る知識向上のための研修 

県トレーナーの、教科内容や教授法の知識、講義のファシリテーション技術等、ク

ラスター研修の実施時に必要となる能力を強化するための、州研修と県研修を実施す

る。 

B. クラスター研修及び校内研修において授業研究が実施されるための研修 

県トレーナーの、授業研究に関する知識や実施技術、授業案作成能力等、授業研究

実施時に必要となる能力を強化するための、州研修と県研修を実施する。 

C. 継続研修モデル 

上記の研修Bに関して、更に各研修の内容や教材、実施方法などを改善したものを継

続研修モデルとする。 

【普及戦略】 

全国における研修Aの実施はセネガル政府によって既に承認されており、実施にかかる費

用の大部分は先方負担とし、下記のように段階的に全 14 州で研修を実施する。 

                                                        
7 教員は、プロジェクトで作成した理数科の教科内容、及び教授法に係る自己学習教材をクラスター研修前に配布され、校長の

支援の下で自己学習を実施し、同研修でその内容の授業での実践方法を学習する予定。 
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①先行 3 州 

研修Bを試行・改善し、2013 年から研修Cを実施。 

②他 5 州 

研修Aを実施し、2013 年から研修Bを実施、プロジェクト終了後に研修Cを実施。 

③後発 6 州 

2013 年から研修Aを実施し、プロジェクト終了後に研修B、Cを実施。 

【評価指標】 

・上位目標の目標年次はプロジェクト終了の 3 年後を想定するが、初等教育修了資格試験

の結果及びプロジェクト開発の学力テストの結果については、ベースライン・エンドラ

イン調査を通じて達成度を確認する。 

・プロジェクト目標については、「授業観察シート」を用い、研修で得た指導法（教科指

導、発問・説明・指示、授業準備等）を教員がどの程度授業で実践できているかを授業

観察を通じて評価する。目標値は、ベースライン調査の結果に基づいて設定する。 

・以下の指標の目標値については、各モニタリング・評価ツールが完成したあとに、それ

ぞれの基準値や目標値を設定する。 

‐ 成果 2 の指標「中央トレーナーによる相互評価の結果」、「中央トレーナーによる州

トレーナーに対する評価」、「州トレーナーによる県トレーナーに対する評価」 

‐ 成果 3 の指標「クラスター研修における理解度テストで 70％以上の正答する教員の

割合」、「理数科の授業への教員の意識・意欲・態度に関する質問票の結果」 

・成果 4 の指標「50％の学校が校内研修において授業研究を実施する」について、目標値

は 2011 年～2012 年に実施するモニタリングの結果を踏まえ再検討する。 

 

（2）その他のインパクト 

・教員養成課程は、本プロジェクトの対象ではないが、初等教育教員養成校教官が中央トレ

ーナー、州トレーナーとしてかかわっており、本プロジェクトの知見と教材の活用を通じ

て教員養成校の講義の質改善が見込まれる。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（1）事業実施のための前提 

・理数科教育の質向上を優先課題とする教育政策が継続される。 

・初等教育理数科カリキュラムや現職教員教育研修制度が大幅に変化しない。 

・セネガル側で設立準備を進めている州研修センターが現在の計画に沿って組織化され、現

職教員研修の運営管理の役割を果たすようになる。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

・中央トレーナーが大幅に異動しない。 

 

（3）上位目標達成のための外部条件 

・ストライキによる教員の欠勤が増加しない。 
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６．評価結果 

本プロジェクトは、セネガル国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致してお

り、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

【本プロジェクトフェーズ 1 終了時評価（2010 年 5 月）の提言の活用】 

・ クラスター研修を実践的内容とすること、という提言を踏まえ、フェーズ 1 で扱ってい

た教授理論や教科内容について、クラスター研修前に教員が自己学習教材で学ぶ仕組み

とすることにより、クラスター研修では実践的な内容をより多く扱うように計画してい

る。 

・ 教育省への提言である研修予算の経常経費化を促進するため、詳細計画策定調査におい

て、プロジェクト期間中にセネガル側が負担する研修実施運営経費を詳細に積算し、予

算計画を作成した。教育省はこの計画に基づいて予算執行していくことに合意した。 

 

【本プロジェクトフェーズ 1（2007 年から実施中）の人材・経験活用】 

・ 本プロジェクトフェーズ 1 で能力強化された中央トレーナーや、州・県研修の実施運営

に係る経験等を活用し、新規州における研修モデルの導入や、トレーナーの育成、研修

教材の改善を効率的に実施する。 

 

【類似プロジェクトの知見の活用】 

・ ケニア国「理数科教育強化計画プロジェクト（2009 年～2013 年）」を中心とする理数科

教育強化－西部・東部・中部・南部アフリカ（広域ネットワーク）（SMASE-WECSA）を

利用した交換訪問や、ザンビア国「SMASTE授業研究支援プロジェクトフェーズ 2（2008

年～2011 年）」の授業研究に係る知見を活用し、中央トレーナーをはじめとするカウンタ

ーパートの研修実施運営及び教材開発の能力向上などに活用し、プロジェクト活動の効

果を増進させる。 

 

８．今後の評価計画 

（1）今後の評価に用いる主な指標 

4．（1）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

2011 年 10～12 月 ベースライン調査 

2013 年 4～5 月 中間レビュー調査 

2014 年 10～12 月 エンドライン調査 

2015 年 3 月 終了時評価 

2018 年 9 月 事後評価 

 



付 属 資 料 

 

１．詳細計画策定調査M/M（英語・仏語） 

 

２．討議議事録R/D（英語・仏語） 
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